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I はじめに

本稿は，流通チャネルにおけるメンバ一間の関係に対し，取引コスト分析

(Transaction Cost Analysis :以下， TCAと絡す)に基づく実証研究の展開を

辿ることを通じて，今後の TCAをベースにする流通・マーケティング研究の

体系化の方向性を示すことを目的とする O

アノfレ ワールドは， WP2 (W orld Production Partners) プロ

ジェクトを立ち上げ，原糸・生地メーカー・縫製業者などの協力サプライヤ

を同社のホームページで募集している O この WP2の狙いは，これま

整のパッファ一役であったサプライヤーを組織化し 川上との情報共有化を通

じて，正価消化率を引き上げ， リードタイムの短縮などによって機会ロスを削

減することである O また，ファイブフオックスは，ー

ら製造・物流までのプロセスを一括委託し， を夕刊ア

開示することで，品切れや作り過ぎを妨ぐ仕組みを構築している])。こうした

企業間の協諦的関係における仕組みは，理論的にいかに説明できるのか。取引

コストの観点からその答えを導きだすことが，本研究の根立去を

ある O

日本の流通チャネル研究においては，チャネル・メンバ一間のパワーの格差

による統制や管理の問題が主たる課題として取り上げられた。多くの場合，大

1) r日経流通新聞.J2001年3月1日付。仰木経済新聞.l2001年2月9日付。『日経産業新聞J
2000年12月21日付。
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きなパワーをもっチャネル・リーダーの製造業者が，パワーをさほどもたない

チャネル・メンバーを一方的にコントロールすることが支配的であった。しか

し，製造業者から のパワーのシフト，あるいは両者のパワーの均

衡・措抗化の下で，パワーによる統制や管理を可能にした流通系列化が崩れる

とともに，一方的な統制ではなく互いに自立し，双方が相手にとって魅力的な

情報力を有する存在であるとし、う認識から協調的関係へと移行する O

[1998J によると，日本における協調的関係の研究では，パートナー

シップを知識・情報の獲得や創造の手段としてイノベーションの創出を可龍に

する側面が重視され，他方，アメワカにおける流通チャネル・メンバー関の協

調的関係の研究は， TCAや組織関学習を中心に展開され，取引コスト削減や

コンピタンス形成による競争優位の獲得とし、う戦略的な側面を強調する O とり

わけ，アメリカにおける TCAの実証研究や測定尺度の操作化は，マーケテイ

ング研究者に大いに託されてきた (Rindfleischand Heide [1997J)が， 日本

の流通チャネルにおける TCAの適用は限られ，ましてや Williamson[1975J， 

[1985J以降の理論・実証研究の展開に関する議論は皆無と言っても過言では

ない。

このような状況を踏まえ，本稿では， TCAの基本枠組み し実証可能

にした Williamson[1975J， [1985J以降，米国の実証研究の展開を中心

する O 文献レピューは，製造業者と小売業者の関係，製造業者とサプライヤ

の関係のみならず，全ての流通チャネル・メンバー間の関係を取り上げる研究

を対象にするO

初期の実証研究は， Williamsonの基本枠組みを確認する作業に向けられる O

つまり，提唱された行動仮説や次元により取引コストがかさみ，そして取引コ

ストの負祖が増すと垂車統合や中間様式を通じてガパナンスする，といっ

本命題を検証するものであった。その後，中間様式における企業間関係を対象

として，ガパナンス問題をコントロールするメカニズムを究明する研究へと流

れは一変するO こうした変化は，企業間関係での取引コスト削減による競争優
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位の獲得という戦略的な側面が強調されるためである。なおかつ， TCAの分

析単位であるダイアドの関係のみに着目することは，ネットワークを構成する

他の取引との関係による影響を捨象することになり，ネットワークの中で変化

し続ける企業間関係の分析にあたってト分であるとは限らない。こうした向題

一スに，分析の範閲を垂直的ネットワークまたは水平的ネットワーク

にまで拡張する実証研究が試みられるヘ

したがって，本稿は以下の 5節から構成される O 次の第E節では， TCAの

2) 注意しておきたいことは，勿論，ダイアド関係をネットワーク関係へと拡張する研究は，統計

的な手法における眼界のゆえ，統計ソフトの開発とともに実行可能になり，新たな流れとして注

目に値するが，他の 3つの流れの時期は重なり合いつつ検討されてきた。コントロール・メカニ

ズムに関する研究は，一見新たな流れとして捉えられやすいが，概念の操作化や妥当性を検討す

る冊究の中でも絶えまなく意識されてきた。新たな流れのポイントは，個々のメカニズムの働き

はもとより，相互のメカニズムの働きをも検証すべきであるとし寸問題意識から，複数のメカニ

ズムを総合するところにある O
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前提条件にかかわる論点を簡単にまとめた上で，ガパナンス構造の概念を操作

化する実証研究を考察するO 第田節では， TCAのロジックと取引コストの増

加により内部組織もしくは中間様式のガパナンス構造が選択されるとする

Williamsonの命題の妥当性を検討する実証研究を概観するD 第百節では，中

間様式における様々なコントロール・メカニズムを考察し，第V節では，分析

の範囲をダイアド関係からネットワーク関係へと拡張する実証研究の試みを紹

介する O 第VI節では，問題点を指摘し今後の方向性を示す。

11 ガパナンス構造の操作化に関する研究

初期の実証研究は Williamsonの基本枠組みを基に，ガパナンス構造の操作

化や取引とガパナンス構造を結びつける命題の妥当性を検証する作業に取り組

む。本節では，まず TCAの前提条件，いわば機会主義，限定された合理性，

環境不確実性，行動不確実性に関する議論をまとめることからガ

パナンス構造の操作化を試みる実証研究の考察をはじめる O 命題の妥当性につ

いての実証研究の検討は，次節

1 器提条件をめぐる議論

1) 機会主義(opportunism) 

まず，行動仮説 (behavioralassumptio叫の 1つである機会主義は，

定性とともに取引コストを発生させる要因として前提条件の中でも最も異論の

多いものである。

おける行動をより

ポイントは，信頼 (trust) の方が企業間取引関係に

に表現するのではないかという点にある。 Chilesancl 

McMackin [1996Jは，真の意味での信頼と信頼を装った行動 (trust-like 

behaviors) を区別すること，つまり表面上類似な行動を信頼と表現すること

で機会主義との区別を難しくすると指摘する O 真の意味の信頼とは，社会的規

範を通じた関係を基にした社会的概念であり，互恵関係 (reciprocity)や個人

関係 (personalrelationships) などがそれに属するO 他方，信頼を装った行動
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は，経済的な計算の上で成り立ち，関係指向の行動を促すことで，

抑制するインセンテイブ構造として説明される。協調的関係とはいえそれは単

に自己利益や打算の上で決まることを示唆する。

TCAの基本的な前提は，全ての社会の主体が機会主義的な傾向であると仮

しているのではなく，ある一部の主体のみ機会主義的な行動をとる O そして，

ここでの主体とは経済的主体を指し，事前的に機会主義的主体を識別すること

は難しくコストがかかることを強調する O さらに，近年の TCAでは，

義は不変的で国定した状況であるより，内生的な変数とし、う認識が強い。なぜ

なら，人間は常に機会主義の側面を合わせもつが，それが行動として現れない

場合も存在するからである O しかし，行動として現われると，取引における次

元と負の相乗効果を発揮し，コストを上昇させてしまう O なお， J ohn ([1984J 

p. 287) は， I機会主義は長期継続的関係におけるある先行条件によって引き

起こされる内生的変数である O 言い換えれば¥，、くらそのような行動が可能な

状況であるにせよ，常に機会主義的に行動するのではない。

拒むことや意図的に虚偽の陳述をすることは日常茶飯事・のことではない。むし

ろ，他の要素によって誘発される」と指摘する O

2) 限定された合理性 (boundedassumption) 

もう 1つの行動仮説である限定された合理性は，殆ど実証的評価は行われて

いないものの，次の 2つの論点は注目に値する O まず，限定された合理性は，

しばしば経済主体の愚かさを測るバロメーターとして解釈される O しかし，

志決定者は意図的に合理的であろうとしても，限定的でしかできない存在であ

るとした Simon[1961]の定義から考えると，これは正しい解釈ではない。限

定された合理性は，ただ情報処理能力における人間の物理的眼界を意味するも

のである O 次に，初期の基本枠組みでの限定された合理性とその後の文献

(Williamson [1991aJ)の中で表現された farsightedness(先見の明ある)とし、

う概念の間には，一見矛震が潜んでいるように見える O つまり， farsightedness， 

将来の交換状況を予測できる能力は，認識的限界に焦点、を当てる限定された合
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理性とは，矛盾する意味として捉えがちである O ところが， farsightednessは，

資産特定的投資によって作り出される依存度の状況を予測する能力のみにかか

わり (Williamson[1993] p. 461) ，事前に完壁な決定を識別できる能力を意味

するものではない (Williamson[1975] p. 23)ため，限定された合理性とは区

別される O

(asset specificity) 

TCAの前提条件の中で最も独創的なものは，言うまでもなく

あるO 資産特定性は，常にサンクコスト (sunk.cost)やロックイン Oock-in)

とともに語られる O 汎用性の低い特定的資産に投資してから取引先を代

替する場合，投資の相当な部分が埋没する恐れが生じるO つまり，取引相手を

スイッチする費用およびリスクが大きくなり，その取引関係に閉じ込められる

ことになる。とはいえ，ロックインは否定的な効果だけではない。片方の要求

に応じて特定的資産への投資を行い，一方的に口ックインされると，取引相手

との関係を維持することのモチベーションを減少させる結果になる (Heide

[1994]) 0 ところが，両方共にロックインされる状態においては，お互い新た

な取引先への代替的な選択は困難になり，片方の機会主義的行動は，相手だけ

ではなく当事者にもリスクを負わせる O したがって，取引関係における双方的

な口ックインは， よるリスクを減少させる効果を発指するの

である (Wathneand Heide [2004]) 0 

4) 不確実性 (uncertainty ) 

まず，環境不確実性 (environmentaluncertainty) は，測定尺度を定める上

で大きな問題を抱える概念であり，未だ確たる結論には達していなし、。その理

由としては，環境不確実性を構成する概念は無数に存在し，取引コストに与え

る影響もまちまちであることが考えられる O 環境不確実性は，主に予測不可能

性 (unpredictability)や複雑性 (complexity)めという 2つの側面から操作化

3) Klein ([1989] p.257)は，不確実性のダイナミズムを「環境における変化が起こる都合」と

して，環境の複雑牲を「環境(変化の要因)が単純なのか複雑なのかに関する回答者の認知ノ



78 (602) 第 178巻第5・6号

されてきた。環境の予測不可能'1生を中心に，環境の変動や新規事業参入へのリ

スクと関連づけ尺度化したのは， Anderson [1985]， [1988Jである O そして，

Heide and J ohn [1990Jも，環境不確実性を予測不可能性として概念化するも

のの，数量 (volume) と技術(technological)の不確実性を立分し尺度化に

用いる O その結果，数量の不確実性とは違って，技術における不確実性は，陳

腐化が懸念されるがゆえに，企業間関係に否定的な影響を与えることを示唆す

るO さらに， Klein， Frazier and Roth [1990Jは，予測不可能性に複雑性を加

え 2つの不確実性がガパナンス構造に相異なる影響を与えることを提示する O

つまり，予測不可能性と企業の組織のメカニズム形成との関にはポジテイブな

関係がある反面，複雑性とは反対の効果を有する O

TCAの基本枠組み (Williamson[1975J)では，適応、は特定的資産を伴う場

合のみ問題になる O たとえば，取引相手が無理な値切りや強引な要求など特別

な待遇を要求してくる O その取引に特定的資産が存在しないならば，適応の問

題は既存の取引相手を切り替えることで簡単に解決できるO 環境不確実性と資

産特定性の相互効果を仮定する理由はここにある。ところが 2つの相互効果

る実証研究は殆どない。 TCAの概念的枠組みと実証研究の間

が生じることについては，幾つかの解釈があるD まず，単に相互効果の確認に

失敗した (Shelanskiand Klein [1995J) という見方である O より納得できる

解釈としては，相互効果と個別効果に高い相関が存在し，両方の効果を相殺す

る標準誤差の増加をもたらしたという見方である (Klein，Frazier and Roth 

[1990J) 0 

いずれにせよ，環境不確実性から発生する問題には，新規の取引先を用いる

より，既存の取引相手との聞を適応しやすい関係にすることで効率的に対処で

きる O つまり，内部組織や計画ガパナンスの諸形態は，新しい情報の処理や反

応の側面で，そもそも市場ガパナンスより優れる (Williamson[1991b]) 0 

全統合の場合は，命令や権限を通じて適応の問題は解決でき，統合されてない

¥水準Jとして定義する。
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場合でも，緊密な関係を維持することで市場ガパナンスより効率的に適応でき

る，1)。

次に，行動不確実性 (behavioraluncertainty) は，他の前提条件とよヒべさほ

れることなく，取引相手が契約通りに実行したか否かを測る

として持ち込まれるO

2 ガパナンス構造の操作化

こうした行動仮説や次元によって区別された取引をガパナンス構造と結び付

けるのが TCAの狙いであったが，制度の変化は短期間で観測されるものでは

なく，実証のためのデータを入手することは極めて困難である O それゆえ，

TCAにおける初期の実証研究は，ガパナンス構造，つまり市場，内部組織，

中間様式を質的データとして区分けし操作化することに焦点がおかれる。

まず，基本枠組みのガパナンス構造に従い市場と組織を対‘抗概念として 2分

類する方法は最も一般的に用いられる O すなわち，部品や原材料を外部のサプ

ライヤーから調達するのか，それとも自社工場で生産するのかということを問

る場合や販売において販売代理人を利用するのか，車接販売網を立ち上

げるのかということを問題にする場合には，それぞれの前者のケースを市場と

して，後者のケースを内部組織として捉え 2つに区分けし操作化される

(Anderson [1985J) 0 

次に，市場と内部組織の概念を断絶するものとしてではなく，連続線上にお

いて測定する方法がある O たとえば， J ohn and Weitz [1988Jは，企業が用い

る庶接販売の割合を基準として，流通チャネルを連続線上における 3つの形態

に分類するO その割合が 5%未満の場合を市場チャネル (marketchanneI) ， 

5%から95%の間を中間チャネル (intermediatechanneI)， 95 %より大きい場

4) しかし， Scott [1987] は，公式的な組織を通じて緋J~f可能な不確実牲の量には限界があること

を示唆する。榎端に不確実な環境の下では，莫大な情報処理の問題をもたらし市場ガパナンスが

好ましくなる。そして，ある類の不確実性(たとえば，技術的陳腐化の脅威や外国市場の流動性

など)は，内部組織より柔軟性の高い市場カ
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合を統合チャネル(integratedchannel)に分け，それぞれのチャネル形態は

資産特定性や不確実性の増加に伴い，市場から内部組織ヘシフトすると

るO

最後に，中関様式のガパナンス構造を操作化するには多様な方法が用いられ

るO 外国市場へ参入するための合弁事業の展開を 1つの中間様式のガパナンス

構造として取り上げ，専門物流業者と自社販売系列支応を毘分け，それぞれを

市場と内部組織の形態として捉える (Erramilliand Rao [1993J) 0 他に，より

な方法として， Palay [1984Jは，鉄道運送会社と荷主のガパナンス関

係について，中間様式の関係的契約を実証する O 彼らの契約関係の評価には，

強制手段，環境変化への適応，調整形態，長期的計画の有無など 5つの要素が

用いられる O また， Heide and J ohn [1990Jは，バイヤーとサプライヤーの関

係における共同活動の桂度，継続性，資格付与の努力を評価し中間様式の 1つ

である双務的ガパナンスを測定する O

111 TCAの命題の妥当性に関する研究

ガパナンスの問題が生じた場合，垂直統合や中間様式のガパナンスを選択す

るとした TCAの命題が妥当であるかどうかを検証する研究が，ガパナンス構

造の操作化とともに遂行される O 本節では， TCAのロジックを理解した上で，

命題の妥当性を問う実証研究を概観する O

1 TCAのロジック

基本的に， TCAにおけるガパナンス構造は 2つの行動仮説と 3つの次元

によって取引の属性を区別し， 3つの代替的ガパナンス構造，市場・内部組

織・中関様式の中から，効率性に依存し選択される O

そして，ガパナンス構造の選択は，ガパナンス問題から発生するコストで決

まる O すなわち，防衛，適時，履行評価のためのコストが全くかからないか，

非常に少ないのであれば，経済主体は市場でのガパナンスを好む。逆に，その
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限定された合理性

(bounded rationality) 

機会主義

( opportunism) 

資産特定性

(asset specificity) 

環境不確実性

(environmental uncertainty) 

行動不確実性

(behavioral uncertainty) 

コストが市場の生産コスト便益を遥かに超えるのであれば企業は内部組織を

選択する九

このように，初期の Williamsonの基本枠組みでは，ガパナンスを内部組織

と市場交換の聞の不連続する選択の問題として捉えるが，

ることなく，内部組織のメリットは達成できる。というのは，企業関取

引に限らず，従業員のモニタリングコスト，管理費用，官僚政治の非効率性な

ど内部組織にもコストが発生するため中関様式のガパナンスによる取引コスト

5) 本稿では，中間様式のガパナンス構造に焦点を当てることになるが，取引コストを最小化する

内部組織の特性は，次のように説明される。第 1に，組織は，市場より統制やモニタリングの面

で優れている。成果だけではなく，その行動や活動までを測定し報いる企業の能力は，機会主義

を見分け容易に適応可能にする。第2に，組織は長期にわたる報酬を提供する。このような長期

的な報酬制度は，機会主義的行動を抑制する効果をもっO 第3に，ある企業ならではの社風や一

体化プロセスは，構成員の間に共感できる目標を作り出し，事前に機会主義を防ぐことができる。
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の節約も可能であることを指摘する (Williamson[1991bJ， [1996J) 0 そして，

Heide [1994Jは中間様式を 2つに区別するつは，スポット的取引を維持

しながら契約に基づき実行を促す方法であり， もう 1つは，訳引相手との緊密

な関係を育成し共通の利益を強調することによって実行を促す方法である O

者は片務的 (unilateral)様式，後者は双務的 (bilateral)様式と呼ばれる O こ

の2つのガパナンス構造は，現実的な防衛のメカニズムを提供し，市場取引や

垂直統合に代替的であるといえよう O そして，契約に基づく公式的なメカニズ

ムから，日常的な情報交換や共間プロジェクトなど非公式的なメカニズムに至

るまでの中間様式のメカニズムに関する一連の研究は，それを裏付けるもので

あるヘ

2 防衛の問題 (-safeguardingproblem) 

防衛の問題は，ある企業が資産特定的投資を行い，

投資を搾取する恐れがある場合に発生する O つまり，

防衛の問題における前提条件となる O

にその

と

コンピニエンス・ストアと加工食品，米飯・調理パン，惣菜など主要商品を

供給業者との問では，配送の多頻度化，短いリードタイム，小ロット

発注，ゼロ欠品状態，納品時間帯の指定など，コンゼニエンス・ストア

特殊な状況へ対応すべく，チェーンの届舗網に隣接した生産・配送拠点の設置，

デジタル・ピッキング・システムの導入など，他の取引に

転用することで相当な損失を被る，いわゆる資産特定的投資が含まれる(矢作

[1994J 30ページ)。しかし，その供給業者が自己利益を追求し，契約通りの

供給条件を守らない恐れが生じる場合，コンピニエンス・ストア側は特殊化さ

れた投資を防衛すべくガパナンスの問題が起こるのである。

すなわち，取引当事者間の機会主義的行動に対する危棋のため，高い水準の

6) 契約に基づくメカニズムの研究には Joskow[1987]を，共同プロジェクトによるメカニズム

の研究には Palay[1984]を参照のこと。
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資産特定性は，契約上の向意事項を防衛するためのコストを増加させることに

なる O

まず， Bucklin and Sengupta [1993Jによると，マーケティング部門の提携

を図る際，資産特定性の高い投資が存在する状況においては，その関係に排他

的な攻引，金銭的インセンティブ，退出障壁を築き上げるための公式的契約を

通じてパワ…の不均衡を減少させる O それとは対照的に， Heide and J ohn 

[1992Jは，売手と買手の関係に柔軟性，情報交換，結束などの関係的規範が

存在する場合，買手は売手の意志決定過程を統制し機会主義の危険を減少させ

との間に緊密な関係を作り出すことで，資産特定的投資への防衛を可能に

することを示す。さらに， Dutta and J ohn [1995Jは，市場を独占的に支配す

るサプライヤーの場合，多数の競合他社と市場を共有するサプライヤーより値

上げに乗り出す可能性が高いことを実証し，少数間の交渉(取51)

的搾取をもたらすとした Wi1liamson[1985Jの主張を裏付けている O 取引関係

における機会主義の程度に関する るものの，機会主義の存在が成果に

ネガテイブな影響を与えることは確かである (Parkhe[1993J) 0 

以上の通り， TCAによれば企業は垂直統合を通じて機会主義的行動の可能

性から特定的資産を防衛する O さらに，企業は準統合 (quasi働integration)，取

引相手の選抜フ。ロセス，関係的規範の育成のような片務的・双務的中間様式に

おけるメカニズムを通じても，特定的資産を防衛することは可能であるO

3 適応の問題 (adaptationproblem) 

企業の窓志決定者が限定された合理性の故，外部環境の変化に応じて契約上

の ることが困難な場合に，適応の問題が生ずる O すなわち，

眼定された合理性と環境不確実性は，適応、の開題における前提条件になるO

ある産業内で予期せぬ変化が急速かつ頼繁に起こると，事前に交わした契約

を変更する可能性は高くなる (Wi1liamson[1996J)。消費者ニーズの急激な変

化や競合他社による予期せぬ新製品の開発など，環境の変化はビジネスの至る
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所で起こり得る O ところが，企業の意志決定者は限定された合理性の存在であ

り，契約の前に将来に起き得る全てのことを予測し，契約書に明記することも，

取引の最中で環境の変化に応じ全体の契約を修正することも不可能であるため，

部分的な修正によって，その変化への対ー応を試みる O しかし，このような部分

最適行動は全体のパフォーマンスに悪影響を与えると同時に取引コストを増加

させる O

適応、の開題については，限定された合理性の概念を攻り入れず，

性のみに焦点を当てる実証研究が多い。 Williamsonの基本枠組みによると，

環境不確実性の水準が高いと，契約上の同意事項に適応、するだめのコストが増

加する O それに対して，環境不確実性を仮定する実証研究は基本的な理論の主

とは相異なる結果を示す。

Pilling， Crosby and J ackson [1994Jの研究によると，環境不確実性は新規

の取引相手を開拓するための事前コストには強い正の影響があるものの，モニ

タリング活動に使われる事後コストには全く影響しない。さらに，不確実な環

境に適応する必要性が生じた場合，企業は垂直統合を通じて攻引コストの最小

化を追求するというのが仮説であったが，その佼説の影響も定かではない。

境不確実性が垂直統合や中間様式のガパナンスにポジテイ

とを支持する研究はそれほど多くない。

るこ

結局のところ，環境不確実性への適応の手段としてのガパナンス構造の役割

は対立する結果を示す。その理由としては次の 2点が考えられる O まず，

不確実性には様々な要素が混在し，各々の要素が相異なる効果を示すためでは

ないか。そして，企業は，経営環境の不確実性や技術的な練腐化のリスクを伴

う場合，内部化による解決を鴎踏うのではないか。

4 題行評価の問題 (performanceevaluation problem) 

履行評価の問題は， れた合理性の故，取引相手が

しているか否かを評価することが困難な
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場合に発生するO したがって，限定された合理性と行動不確実性は，

の問題における前提条件である O しかし，適応の問題の場合と同じく，

儲の問題においても行動不確実性のみを議論することになる O

つまり，行動不確実性の水準が高いと，取引相手の行動を評価するためのコ

ストが増加するO そして，企業は垂藍統合のメカニズムを通じて，車引相手の

耀行を評価するためのコストの最小化を試みる O この履行評価の問題をガパナ

ンス問題として取り上げる研究は最も少ない。しかし， TCAで仮定したガパ

ナンス構造への影響は，相当な妥当性を有する O

まず， Anderson [1985Jは，行動不確実性が高いと，企業は販売代理人より

蔵営販売網を採択する意志決定をし，垂車統合とも正の関係にあることを示唆

する O そして，垂宜統合に対する整合性とともに，中間様式のガパナンスを通

じて，企業は行動不確実性から起因する接行評価のコストを削減する O さらに，

Heide and John [1990Jによると，行動不確実性の問題を抱える企業は，その

サプライヤーの技術力や製造能力を評価するなど，サプライヤ…の資絡条件を

設ける O
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